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第５回「富津市経営改革会議」会議録 

発言者 発言内容 

堺谷会長 

重城財政課長 

それでは、第５回富津市経営改革会議を開催させていただきます。 

 議題に入る前に会議録の確定に伴う署名人の選出につきまして、私

の方から指名をさせていただきます。 

今回の会議録の署名につきましては、大塚委員、落合委員よろしく

お願いいたします。 

それでは、早速議題に入らせていただきます。議題（１）の平成２

７年度予算についてでございます。 

資料１の「平成２７年度当初予算附属資料」について報告をお願い

します。 

財政課長 

財政課長の重城です。よろしくお願いします。 

では、資料１「平成２７年度当初予算附属資料」についてご説明いたしま

す。 

１ページをご覧ください。 

この予算案につきましては、先月２３日に市長が市議会に提案いた

し、先の１６日及び１７日に開催された市議会予算審査特別委員会に

て原案どおり可決されたところでございます。 

では、この内容をご説明させていただきます。 

（１）の予算編成方針でありますが、昨年８月に公表した中期収支見

込みでは、財政調整基金が底をついている状態にあり、かつ、平成２

７年度の財源不足が３億を超える非常に厳しい財政状況見込みにあ

ることから、市民サービスの水準を維持しつつ、当該年度の歳入をも

って歳出を賄うことを前提に、持続可能な富津市に転換する「経営改

革元年」の予算編成としたところであります。 

その結果、（２）の各会計別予算額は、一般会計が１５６億円で、

前年度比２億５，０００万円、１．６％の減額であります。 

また、一般会計に特別会計と公営企業会計を合わせた２７年度の予

算総額は、３０８億１１０万円で前年度比５億１，８９１万８千円、

１．７％の増額であります。この増額理由につきましては、資料をご

覧のとおり、国民健康保険事業特別会計及び介護保険事業特別会計が

伸びていることからでございます。 

ここで、先に公表した中期収支見込みと今回の予算額の比較につい

て、簡単にご説明いたします。 

８月に公表した中期収支見込みでは、今年の収支見込みの歳出総額

は、１５６億３，０００万余り、当初予算では１５６億円とほぼ見込

みどおりの予算総額でございます。ただ、その中身を見てみますと、

扶助費が、８月の収支見込みで想定したものより２億円伸びておりま

して、その２億円の伸びを人件費、物件費をはじめとする経常経費の

削減によって賄ったところでございます。 

また、歳入につきましては、収支見込みでは１５３億円余りでござ

いました。差額が２億９，３００万、これをどういうふうに確保した
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かと申しますと、この差につきましては、主に市税、また国庫支出金

等で歳入を確保したところでございます。 

では、資料に戻っていただきまして、２ページをご覧ください。 

「（３）債務負担行為」でございますが、防犯灯ＬＥＤ化事業を新た

に設定するところでございます。その内容といたしましては、現在市

内にある約６,０００灯の防犯灯のうち約５,５００灯が蛍光灯、蛍光

灯というのは、２、３年しか持たないものでございますが、ＬＥＤ化

することによって１０年持つことになります。その全てをＬＥＤに変

更し、維持管理に係る経費を節減するためのものでございます。期間

及び限度額は表のとおりであります。 

続きまして、「（４）地方債」は、借入限度額の総額は１２億４,１

５０万円で、目的別の起債限度額は表のとおりであります。 

次に、資料の３ページをご覧ください。 

一般会計予算の主な内容について、ご説明いたします。 

まず、歳入ですが、１款の市税は、８１億２，７４５万５，０００

円で、前年度比２億７，０００万余り、３．３％の減額であります。

市税のうち、固定資産税のうち償却資産については、大幅な減収と

なることが見込まれることから、減額を見込むものであります。 

市税については、現在、県平均を下回る徴収率であることから、徴

収体制を抜本的に強化し、国税ＯＢを採用するとともに、組織体制を

強化し、来年度は、県平均以上の徴収率を設定し、税の公平性及び財

源を確保するものであります。 

次に、６款の地方消費税交付金につきましては、消費税が増税され

た効果、その地方消費税が、申告時期が全部来年度からは満額交付さ

れることに伴って増額を見込むものであります。 

資料の４ページをご覧ください。 

１４款の国庫支出金で２１億４，０００万余り、前年度比１億３，

０００万、６．７％の増額であります。 

増額要因は、生活保護費負担金、障害者介護給付費負担金など社会

保障給付に対するものが主なものでございます。 

次に、２１款の市債は、１２億４，１５０万円で前年度比２億５，

０００万、１７．３％の減額であります。 

内訳といたしましては、建設事業等に充当する起債が４億７，００

０万程度、財源対策としての臨時財政対策債が７億６，８００万円で

あります。 

主な減額理由は、臨時財政対策債、財源不足に対応する地方交付税

の代替措置としての臨時財政対策債が３億１,４００万円の減で、理

由といたしましては、国の地方財政計画が２０％程度減されているこ

とに伴い、減額を見込むものであります。 

次に、７ページをご覧ください。 

歳出の性質別経費に係る増減理由についてご説明します。 

１の人件費は、３７億２，８００万余りで、前年度比２億１８８万

２，０００円、５．１％の減額であります。 

減額要因は、第一に常勤特別職の報酬の引下げ、これは、本則から
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３０％を引き下げるものであります。 

第二に一般職の職員数の削減で、平成２６年度の一般会計職員数４

４８人から４０８人と４０人、約９％の職員数の削減を見込んでいま

す。 

第三に、富津市は、一般職に係る国の地域手当の１０％支給地域で

ありますが、これを昨年度に引き続き０％とすることを継続いたしま

す。 

次に、４の扶助費につきましては、３３億２，０００万余りで、前

年度比２億８，６００万、９．４％の増額であります。 

主な増額要因は、障害者の介護・訓練等給付費、生活保護者扶助費、

子ども・子育て支援法等に基づく子ども・子育て支援新制度に係る経

費などの増によるものであります。 

次に、５の補助費等については、９億１，３００万余りで、前年度

比４億３，０００万、３２．２％の減額であります。 

主な減額理由は、企業誘致奨励金、臨時福祉給付金、子育て世帯臨

時特例給付金の減額によるものであります。 

次に、６の普通建設事業費は、１０億５，０００万余りで、前年度

比１億２，９００万の増であります。 

増額要因は、バスストップ施設整備事業、防災情報通信ネットワー

ク整備事業及び中学校施設整備事業等の増によるものであります。 

次に、８ページをご覧ください。 

この表は、過去５年の当初予算額と、財政調整基金残高の推移を表

したものであります。 

昨年８月の中期収支見込みでは、今年度末財政調整基金残高見込み

を５，０００万円と公表いたしましたが、その後、本年度中に６億円

を積み立てることにより、本年度末の残高は、６億５，６００万円と

なる見込みであります。 

来年度の当初予算では、これを取り崩しませんので、平成２７年度

末残高についても同様に６億５，６００万円と見込んでいるものであ

ります。 

次に、１４ページからの一般会計の主な事業別予算の概要につい

て、ご説明いたします。 

四つの建設事業について、最初にご説明いたします。 

２０ページの上から１１行目になります。現在２車線の館山自動車

道の４車線化が完成する３０年度に併せて、市南部の活性化を図るた

め、浅間山バスストップを整備する事業に１億５，３００万、次に、

３行下の平成２４年度を初年度とする庁舎及び大貫駅周辺地区に係

る社会資本整備総合交付金事業に２億５，９００万円、次に、次ペー

ジの一番上、防災情報通信ネットワーク整備事業です。国の防災・安

全交付金を活用し、防災行政無線設備を更新し、デジタル化する事業

に１億１，２３０万円、次に、２行下の中学校武道場を改修する事業

に９，５００万、以上が四つの主な建設事業です。 

次に、新規事業のうち、主なものをご説明しますので、１６ページ

にお戻りください。 
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１行目、昨年１０月開催した富津市経営改革会議関係費として７４

万２，０００円、２行目、公共施設等総合管理計画策定に係る経費と

して１１９万１，０００円、５行目、市民参加型の事業仕分けを実施

するための経費として２６３万２，０００円、６行目、ふるさと納税

者にふるさと産品を送るふるさと納税推進関係費４５３万円、ふるさ

と納税の目標額は、今年度現在約１，０００万円であることから、そ

の２倍の２，０００万円を計上いたします。７行目、市税等の徴収強

化のため国ＯＢを採用するための経費１９０万８，０００円、８行目、

社会保障・税番号制度に係る個人番号カード等の事務に係る経費とし

て１，６４４万２，０００円、次に、民生費関係の新規事業として、

１６ページ下から３行目、生活保護に至る前の段階の自立支援策の強

化を図る生活困窮者自立支援事業に１，１８０万５，０００円、その

次の行、低所得者の介護保険料負担軽減強化策として介護保険事業特

別会計繰出金として１，０１４万８，０００円。 

１７ページをご覧ください。 

５行目の乳幼児期の教育・保育の総合的な提供や、地域の子育て支

援を充実させる「子ども・子育て支援事業」に１億４６５万円、１行

飛びまして、生活保護の受給開始後、一定期間内に就労自立が見込ま

れる者を対象として、集中的な就労支援を実施するため「生活保護関

係費」に４４８万円。 

続きまして、農林水産業関係費です。１８ページをご覧ください。

中ほど下の、農村地域防災減災事業委託料７００万円は、湊川上流

の戸面原ダムハザードマップの作成に係る経費でございます。 

１９ページをご覧ください。 

水産業関係として共同利用施設設置事業補助金として、７８５万

円、近代化施設整備事業補助金として２９８万２，０００円、ノリ共

同利用施設建設事業として４２２万５，０００円、竹岡漁港整備工事

として４，３３１万６，０００円。 

続きまして土木費でございます。２０ページをご覧ください。 

防犯灯整備事業は、先ほど申し上げましたとおり、防犯灯全てをＬ

ＥＤ化する事業として、１，００４万９，０００円、道路維持を強化

するためのセーフティローダーダンプ購入費として、５５６万２，０

００円、今後の人口減少を見据え下水道区域見直しのための汚水処理

適正化構想５００万円。 

次は、消防費です。 

消防費は、消防署天羽分署の機能を維持増進させるため、防水改修

工事を４３３万６，０００円。 

続いて、２１ページをご覧ください。教育費でございます。 

給食施設整備の大貫共同調理場及び飯野小学校調理場改修工事

８２８万８，０００円が主なものでございます。 

２２ページ以降をご覧ください。 

２２ページからの表につきましては、一般会計の主な削減項目の概

要でございます。この表の経常基準につきましては、２６ページに記

載のとおりでございます。①人件費、扶助費については全て、②負担
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堺谷会長 

落合委員 

堺谷会長 

重城財政課長 

落合委員 

重城財政課長 

金補助及び交付金については、１０万円以上の減額又は平成２７年度

で０円とするもの、③委託料等の物件費につきましては、１００万円

以上の減額又は平成２７年度で０円とするもの、④繰出金は、１００

万円以上の減額を表記したものでございます。 

この創意工夫による削減の影響額といたしましては、人件費が常勤

特別職報酬の引き下げ、一般職の職員数の削減などによって約２億

円、物件費で約４，０００万、補助費等では、各種イベントや補助金

の見直しによって約７，０００万円、繰出金につきましては、君津富

津広域下水道組合負担金が起債の償還額の減少及び負担の適正化に

よるものによって約９，０００万などであります。 

以上で、平成２７年度当初予算案の概要説明を終わらせていただき

ます。 

ただ今、予算についての報告がありましたけれども、ただ今の説明

について、委員の皆さんのご意見を伺いたいと思います。 

いかがでしょうか。 

落合委員 

予算書の予算編成方針「当該年度の歳入をもって歳出を賄うことを

前提とする」と。歳入をもって歳出を賄うことは当たり前だと思いま

すが、このように書いてあるのだから意味があるのだろうと。 

歳入というのは、今年度もらえる税収とか補助金とかそういう意味

なのでしょうか。借金は入らないということなのでしょうか。 

ちょっと曖昧な感じがするのですが。 

財政課長 

財政課長でございます。ご質問にお答えします。 

「当該年度の歳入をもって歳出を賄う」というのは当然のことと言

えばそれまでなのですが、今まで富津市では平成２２年度以降、財政

調整基金、つまり、貯金を取り崩して財政運営をしてきました。それ

を反省して、平成２７年度においては、それを使わないということを、

このような表現で出したところですが、ご質問の起債につきまして

は、先ほど臨時財政対策債等をご説明させていただいたところでござ

いますので、国によって本来交付税で措置されるべき起債というの

が、過半を占めておりますので、そういうふうなものについては、当

該年度の歳入という取り扱いをさせていただいているところでござ

います。 

以上です。 

基金の取り崩しもそれも繰入金として歳入に入りますけれども、そ

うすると、歳入の額から繰入金だけ除くということですか。 

お答えいたします。 
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落合委員 

重城財政課長 

落合委員 

堺谷会長 

落合委員 

堺谷会長 

重城財政課長 

落合委員 

堺谷会長 

重城財政課長 

落合委員 

財政調整基金に手を付けないということでございます。 

予算なり決算その中の歳入に関しては、財政調整基金の繰入金を除

く、歳出は全てを含むということでしょうか。 

おっしゃるとおりでございます。 

分かりました。そのように記憶させていただきます。 

よろしいでしょうか。 

落合委員 

寄附金収入が５，０００万ありますが、全部ふるさと納税のものか

と思いましたが、ふるさと納税は２，０００万ということで、５，０

００万ということではないのですね。 

財政課長 

寄附金につきましては、先ほどご説明いたしましたとおり、２，０

００万円がふるさと納税に係る経費でございます。それ以外につきま

しては、事業に伴う寄附の関係でございます。 

ありがとうございます。 

この予算書を送っていただきまして、最初に感じたことが、「歳出

総額というのは、５年計画の歳出総額と同じではないか。あのときの

時点から何も変わっていないのでなないか。」というふうに、そのと

き思いました。減るのかと思っていましたが、減っていない。でもよ

く見ると、昨年と比べると２億５，０００万歳出が減っている。 

中身を精査していきますと、扶助費が増えている。その代わり他の

ものを歳出削減しているというところで、結果として５年間の収支見

通しの歳出総額の数字と同じであるけれども、中身の入れ替えの中で

削減努力はしてきているというようなことなのだろうというふうに

理解しましたが、そういうことなのでしょうか。 

財政課長 

先ほど、荒く説明したとおりでございますが、おっしゃるとおり１

５６億３，１００万が収支見込みでございます。今回の当初予算が１

５６億円とほとんど同じ金額でございますが、扶助費が想定より２億

円伸びております。補助費が４，０００万円伸びております。それら

の伸びをカバーするために、人件費、物件費をはじめとする経常経費

を削減し、予算編成したところでございます。 

引き続き話させていただきますけれども、５年間の収支見通しの中
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堺谷会長 

重城財政課長 

落合委員 

重城財政課長 

落合委員 

重城財政課長 

落合委員 

の２７年度につきましては、借金が増える収支見通しになっていまし

た。でも、今回の予算案では借金が減ることになっています。私は、

これは非常に重要なことなのではないかと思います。借金を減らして

いる予算案を作ったのだというふうに私は理解したのですけれども、

そういうような判断の下にこれをされたのでしょうか。 

財政課長 

公債費残高については、昨年末で１４９億円程度でございますの

で、これを長期的に減少させていくのは非常に大切なことだと考えて

おります。結果的に３億円を収支見込みより減らして予算編成したと

ころでございます。 

ただ、繰入金が１億５，０００万あるのですけれども、これは財政

調整基金の取り崩しではないのだと、その他の特定目的基金の取り崩

しなのだということなのでしょうか。 

お答えいたします。 

財政調整基金以外の特定目的基金の活用を図ったところでござい

ます。 

それは、議会の承認の下で取り崩しを行うと。 

財政調整基金を取り崩すのか、特定目的基金を取り崩すのか。財政

調整基金は取り崩さないとやっているわけだから、こちらの財源があ

るからこちらを取り崩しているのかなというような疑惑の目で見た

りもしたりするところもあるのですが、いかがでしょうか。 

お答えいたします。 

財政調整基金は、先ほど申し上げましたとおり、今まで５年間活用

してきたのですけど、今回は基金残高が無いことでもあり活用しませ

ん。という予算編成で臨んで、その結果通ったところでございますが、

その他特定目的基金については、実際にあまり活用されていないとこ

ろの基金もございましたので、それらの有効活用を含め基金の見直

し、今年度緊急改革の一環として、今年度条例改正して適切に運用し

ていこうということで、結果として収支見込みより若干額が増えたと

ころでございます。 

以上です。 

５年間の収支見通しのところでは、２７年度に繰入金の取り崩しを

するということが想定されてなかったのです。その間に、想定されて

なかったのですけれども、予算３月までの間に、財政調整基金の積み

立てについても見直しをする必要があるだろうというところで、その

結果、ここで取り崩しを行ったということですね。 
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重城財政課長 

落合委員 

堺谷会長 

大塚委員 

堺谷会長 

重城財政課長 

大塚委員 

堺谷会長 

おっしゃるとおりです。 

分かりました。 

大塚委員 

質問を、附属資料の５ページ・６ページの内容に関してさせていた

だきたいのですが、ここにいわゆる目的別の費用に関しての増減額が

出ていて、この中で明らかに民生費が２億７，０００万増える、これ

は今の状況から見て、流れとしてこれは仕方がないことで、これに対

して、見させていただくと、衛生費と商工費と土木費がかなり大きな

マイナスになっているのかなと。この後の事業別のお話は先ほどいた

だいたのですけれども、この三項目、衛生費、商工費、土木費の金額

が減っている部分ですね、具体的にどういった点でこの金額を減額す

るかたちにされたのか、大まかなところで結構ですので教えていただ

きたいのですが。 

財政課長 

お答えいたします。 

まず、衛生費でございます。衛生費は見ていただくと分かるとおり、

上水道費が大きな減少でございます。それは、一般財源から水道事業

会計に対する基準外繰出しを今まで行ってきましたが、来年度につい

ては基準外繰出しについては、原則として行わないという方針の下に

それを計上しないことによるものでございます。 

続いて、商工費につきましては、企業誘致奨励金の減額によるもの

でございます。 

土木費につきましては、大きなものといたしましては、都市計画費

における下水道組合繰出金の起債償還額などの減額による減額と、土

木建設事業の減額というのが前年度比で言うと大きなところで、道路

橋梁費と都市計画費でございます。 

以上です。 

ありがとうございます。 

今のお答えに対して、もう少しお聞きしたいのですけれども、例え

ばまず、衛生費に関して、上水道の繰出金を４，０００万減らしたと。

先ほどの中でもあったのですが、上水道事業に計算上出すのを減らし

ても、上水道自体の収支については十分成り立つのでしょうか。結局

そこで上水道で赤字が出てしまうとすれば、それは結局数字としては

残ってしまうことだと思いますが。 

まず、この点お願いします。 

どうぞ。 
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川口水道部長 

大塚委員 

川口水道部長 

大塚委員 

重城財政課長 

大塚委員 

重城財政課長 

大塚委員 

重城財政課長 

大塚委員 

水道部長の川口です。 

４，０００万円につきましては、高料金対策となっているところで

ございます。水道事業につきましては、削減できるもの、できないも

のとございますけれども、削減できるものを最大限精査しまして削減

しているというところでございます。 

以上でございます。 

これはもう継続的に、２７年度だけではなく、２８年度以降もこの

分は無くても大丈夫ということでよろしいですか。 

そういう考えの中で、予算編成をするつもりでございます。 

ありがとうございます。 

次に、商工費については、企業誘致の補助金をかなり大幅に減額さ

れたということのようですが、これは商工部門の方にお伺いすること

になると思いますが、これは将来的に悪影響を及ぼすことはないので

しょうか。 

企業誘致奨励金の富津市の制度は、進出企業に対して税額相当分を

還付するというものでございます。それが３年間。この減額要因とし

ては、大きな企業が３年目を迎えたので、来年度がたまたま１億８，

０００万程度の企業誘致奨励金の減額となったということでござい

ます。ですから、制度どおりの運用でございます。 

そうすると、これは仮定の話になりますが、当然今後の地域の発展

を考えると企業の誘致をしていくことになるわけで、誘致の税額の減

額制度そのものは残っているわけですね。 

おっしゃるとおりでございます。 

そうすると、将来的にはここがまた増える可能性はあるということ

でしょうか。 

企業誘致制度は、ご承知のとおり富津の埋立地に対して企業誘致奨

励金制度を設けているわけですが、ほぼ埋まってきているというのが

今現在のところでございます。ですから、なかなかこの単年度で１億

８，０００万もの金額が必要な税額、つまりこれは投資金額と連動す

るものでございますので、このような大きな企業は、今後、残のヘク

タールから考えますと、そういうふうな金額は出て行かないのではな

いかなというような予想を立てております。 

次ですが、土木費に関して先ほどもご説明あったのですが、項目で

見ると土木費の６項目挙がっている中では、道路橋梁費がかなり、１

億２，０００万弱減額されているのですけれども、ただ、この橋りょ
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重城財政課長 

大塚委員 

重城財政課長 

大塚委員 

重城財政課長 

大塚委員 

うに関しては、かなり老朽化の問題も指摘されているだろうと思いま

すが、この部分がかなり減額されている。全体の２割よりもう少し大

きい、元々が８億６，０００万であったものが７億４，０００万にか

なり減額されているということになっているのですが、これは、場合

によっては将来的にはむしろ、かえって金額が増えるという危険性は

無いのでしょうか。 

お答えいたします。 

道路橋梁費のうちの橋梁長寿命化事業につきましては、計画どおり

計上しております。減額要因の主なものにつきましては、道路新設改

良部分について計画の見直しを行い、その部分が減額となったところ

でございます。減額は、新設改良の部分でございます。 

以上です。 

そうすると、どちらかと言うと、土木費の中の建設事業の減額とい

うことですか。 

そのとおりでございます。 

分かりました。 

この点を質問させていただいているのは、以前からもお話している

とおり、一時的な緊急対策というだけではなく、長期的にやはり構造

を変えて行かなければいけないわけで、今年度減額できたものを、そ

れが翌年度以降また増えてしまったりとかいうことであると、抜本的

な対策にはならないと思います。今回かなり苦労されて減額されてい

ることは分かりますし、その意味で、民生費が増える中でも全体とし

て２億５，０００万の減額の予算を立てられたということは、評価さ

れることだと思いますが、それがかえって将来的にまた負担になって

しまったりとかいうことになると、少し問題があるように思います。

ですから、この今回の減額が今後も継続しうるものであると、全体

としては解釈していいのか、あるいは、また２８年度予算になるとい

ろいろと問題が出る可能性はなかなかそういうことは予測ができな

いかもしれませんがあるのか。 

かなり安定的にこの分は減らしたと解釈してよろしいのでしょう

か。 

２７年度当初予算については、削減項目一覧表で表記してあるとお

り、今までに無い抜本的な削減策を講じて予算編成したところでござ

います。それが２８年度以降継続していくことが、富津市を持続可能

な財政構造に転換するための第一歩であると考えます。 

以上です。 

ありがとうございます。 
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堺谷会長 

原田副会長 

堺谷会長 

重城財政課長 

原田副会長 

他にどうぞ。 

原田委員 

コメントも含めて三点お願いしたいと思っています。 

まず、最初に歳入の部分で３ページですが、これは従前から指摘を

されているところですので、念のための確認ですけれども、市税のう

ちの固定資産税が、２６年度と比較して２億４，１００万ほど減額し

ているということで、先ほどのご説明ですと、そのうちの多くを占め

る償却資産に係る部分、これが大幅に減るということが予想されると

いうような話でございましたが、具体的に幾らぐらいなのかという話

です。今後もそういうような、すう勢が見込まれるのかということを

確認したいと思います。何でこんなことを確認するかと言いますと、

「持続可能な財政構造」というものを富津市において確立していくの

だという、２７年度については正に初年度だということで取り組みを

されているわけですけれども、そもそもこういう財政構造であるとい

うことを、私ども委員はそうですし、執行部の皆さんも当然認識され

ているわけですけれども、特に傍聴者の皆さまにも是非、その辺をご

認識いただく必要があるのかなと、せん越でありますけれども思って

おりますので、この点についてまずお伺いしたいと思います。 

財政課長 

お答えいたします。 

３ページの市税の固定資産税が２億４，０００万減額になっている

うち、評価額上の影響額は、年大体３億の減少が今後も続くというふ

うに思っております。これは、企業が投資した資産が減価償却してい

くということは予測されます。今後も大規模投資が今のところ見込ま

れないということから、これが続くということを見込んでおります。

以上です。 

お答えについては分かりましたけれども、要するに企業の設備投資

と言っていますけれども、推察するにその大部分は東京電力の火力発

電所に係るものだと思いますけれども、それについての大規模な投資

が見込まれないという中での財政運営を富津市は今後もしていかな

いといけないということですので、これはここにおられる多くの方々

はご認識いただいていると思いますけれども、改めてそこは肝に銘じ

る必要があるのではないかということで確認させていただきました。

次に、歳出の部分で５ページでありますけれども、先ほど大塚委員

から縷々ご質問ありましたので、私は重複しない部分でお尋ねしたい

と思います。 

具体的には民生費であります。民生費は、社会福祉費、それから児

童福祉費、生活保護費といずれも増額をしています。先ほどのご説明

から拝察したところ、これは国においていろいろ新しい制度ができた

り、既存の制度が改められたりということがあって増額しているのが



12 

堺谷会長 

重城財政課長 

原田副会長 

堺谷会長 

重城財政課長 

原田副会長 

大部分ではないかと思いますが、念のためお伺いしますけれども、市

の単独事業で増額しているものがこの中にあるのかどうかというこ

とをお聞きしたいと思います。 

財政課長 

お答えいたします。 

３民生費につきましては、基本的にほぼ国の制度と連動していると

ころでございます。市単独事業において主だって増額しているものは

ございません。 

重箱の隅をつつくようで恐縮ですけれど、「主だって増額している

ものはない」というと細かいものとしてあるのでしょうか。確かに１

件１件の事業を見れば金額的にはわずかなのかもしれませんが、実際

にはそういうものがあるということでしょうか。 

財政課長 

２４ページをご覧ください。 

４行目「精神障害者医療費等助成費」は単独事業でございます。こ

れについては、自立支援医療により通院に対する医療費の支給がある

ため、通院医療費部分を廃止しているのですが、対象者が増加してい

るので増額しているというものもございます。単独事業で金額が増え

ているのは、これだけだと思います。 

以上です。 

分かりました。これは言わずもがなのことかもしれませんけれど

も、今の富津市の財政状況の中で、市の単独事業で仮に民生費、今の

話を聞くと私としても非常に忍びないものもあるのですが、市の単独

事業で増額ということができるような余裕は到底無いわけなので、こ

ういうものも厳しく査定をされた中での結果だということで理解し

ますけれど、是非、そうした方針を堅持していただきたいと思ってお

ります。 

それから最後にお伺いしたいのが、ページが飛びますが、１６ペー

ジの一般会計の主な事業別予算の概要の中で、これは新規事業ではな

いということでご説明がありませんでしたが、総務費の中の企画関係

費、具体的には定住奨励金というものであります。これが２，２６８

万４，０００円ということで、これは市の単独事業ということですが、

これは具体的にどういう人を対象にして、この奨励金というものを支

給しているのでしょうか。 

そして、もう一つお伺いしたいのが、例えばそういった対象者に対

してアンケート調査をするなどして、実際に定住促進につながってい

るのかどうか、その辺りを検証と言いますか、検討された上で２７年

度も１０９件を見込んだ上で計上というものをされているのかどう
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堺谷会長 

重城財政課長 

原田副会長 

重城財政課長 

原田副会長 

堺谷会長 

高橋副市長 

か、その辺りをお伺いしたいと思います。 

財政課長 

定住奨励金につきましては、２５年度から開始した制度でございま

して、市内に新たに住宅を建築した方に対して奨励金を交付している

ところでございます。３年間の時限措置でございますので、２７年１

月１日までで終了したところでございます。ただ、この制度につきま

しては、先ほどの企業誘致奨励金と同様に税額そのものを奨励金とし

て出すというものでございますので、今後７年間この部分が出て行く

というところでございます。これに対してアンケート調査というか分

析はしておるところなのですけれど、これについて課題はあるという

ことで延長をしなかったところでございます。分析して必ずしも全員

が転入者ではないということも、制度設計上の課題等がありまして延

長しなかった、当初のとおり打ち切ったところでございます。 

最後の方がよく分からなかったのですが、現に２７年度においても

また計上しているわけですよね。ですから、延長しなかったそれはい

いのですけれど、分析した結果でいろいろ課題も見えてきたと今伺っ

たのですが、とすると何か制度上の手直しと言うか、制度設計を見直

したところがあるのかどうかということなのですが、それについては

いかがでしょう。 

お答えいたします。 

見直しをしたところはございません。 

それはなぜなのでしょうか。課題があるということを認識している

のであれば、見直すというのが本来あるべき姿ではないかと私は思い

ますが。なぜこんなことを申し上げるかと言うと、私は、富津市への

定住促進自体は進めるべきだと思っていますので、この定住奨励金が

仮にそれに資するものであるならば、これは非常に意味がある事業で

あると思っています。ですから、すべて廃止するのが適当だと申し上

げるつもりは全く無いのですが、課題があるのならばもう少し対象者

を絞るとか、何らかの制度変更、制度設計の見直しがあるべきではな

いと思いますが、それが無い、されなかったというのはなぜなのでし

ょうか。 

副市長 

お答えいたします。 

先ほど財政課長の方から説明がありましたとおり、当初の予定どお

りこの制度のつきましては、３年間の時限を持ちまして終了したとこ

ろであります。制度上７年を掛けて、富津市に家を建てていただいた

方にお金をお支払いするという制度でございますので、来年度も予算
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原田副会長 

堺谷会長 

小柴行政管理課

長 

計上されているということと、制度の中で考えをもう少しかたちを変

えて、若い世代の方たち中心に有意義な制度にしたらいいのではない

かと、そのような考えから現在新たな制度を考えていると、そういう

ような状況でございます。 

今の副市長からのご答弁でこれ以上お伺いするつもりは無いので

すが、要は、実際に予算が計上されたところで今後制度設計の見直し

を図っていくというお考えだということで理解をいたしました。 

私からは以上で結構です。 

他にどうでしょうか。よろしいですね。 

それでは、平成２７年度の予算については以上で終わりにさせてい

ただきます。 

次に、資料２の「富津市定員適正化計画」抜粋ですが、それから資

料３の「行政組織比較」この２件について併せて報告をお願いします。

行政管理課長 

それでは、「平成２７年度組織体制について」ご説明します。 

はじめに、平成２７年度の組織改編につきましては、「富津市定員

適正化計画」の平成３１年度の目標職員数に向け、スリム化・簡素化

した組織体制の見直しを実施するとともに、今後の職員の減少を見据

え、限られた人員を効果的に活用できるような組織としたところでご

ざいます。 

なお、富津市定員適正化計画の平成３１年度の目標職員数ですが、

平成２５年度当初の本市の人口千人当たり普通会計職員数は９．４０

人となっておりますが、これを平成３１年度当初に県内の市の平均

７．４０人以下とする考えのもと、計画したものでございます。 

それでは、資料２「富津市定員適正化計画（平成２７年度～平成３

１年度）【抜粋】」をご覧ください。 

ただ今ご説明いたしました積算根拠を基に、この年度別定員管理計

画により平成２６年度職員数５０８人を８８人以上削減し、３１年度

に４２０人以下とするものでございます。 

次に、資料３「行政組織比較（平成２６・２７年度）」をご覧くだ

さい。 

組織改編の大きな方向性でございますが、行政を管理部門・事業部

門・窓口部門と大きく三つの部門に大別した中で、管理部門である総

務部と企画財政部を統合し総務部とし、また、事業部門である建設部

と経済環境部のうち経済部門を統合し建設経済部として一本化し、現

在、細分化している組織の縦割りを解消し、スピーディーに業務が行

えるよう改編いたしました。 

また、窓口部門である市民部に、市民生活と直接関わりのある経済

環境部のうち環境部門を統合いたしました。 

なお、健康福祉部と教育部につきましては、これまでと大きな変更

はございません。 
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堺谷会長 

大塚委員 

堺谷会長 

小泉総務部長 

大塚委員 

また、人員配置の考え方といたしましては、特に、市民と直結する

窓口部門の大幅な削減は行わないものといたしました。 

この組織改編の結果でございますが、平成２６年度と比較いたしま

して、３部局７課室１１係の削減、総職員数につきましても、現在の

ところ年度別定員管理計画のとおり３７名の削減となったところで

ございます。 

以上でございます。 

ありがとうございました。 

ただ今の報告につきまして、ご意見等ありましたらよろしくお願い

します。 

大塚委員 

具体的に数字の話ではないのですが、資料２にあるように、平成３

０年度までにかなり大きな定員の削減を計画されていると。そして、

今の資料説明にもあるように組織も簡略化するかたちでやられてい

るのですが、私個人的に気になるのは、基本的には定年で退職された

方を埋めないというかたちで削減していくことになっているようで

すが、こうした場合に市民サービスということで気になるのが、退職

された方の仕事の部分を他の方々に割り振っていくことになると思

うのですが、その際のノウハウであるとか経験の蓄積であるとか、そ

ういったものをどういう形で継承していくのか。数字や金額の話では

ないのですが、その事について何か検討や計画されていることがあれ

ば教えていただけますでしょうか。 

総務部長 

総務部長の小泉でございます。以前も大塚委員からご指摘があった

ように、人数のこともそうですが、実際人数が減ってくる、これは事

実でございます。 

また、係については極端には減らさない考え方で今回やっておりま

すが、このノウハウの蓄積、確かにベテランの方が退職されるとノウ

ハウはどうするのだという指摘がございますが、ただ今説明したよう

に部・課を統合する。課の中での人数で融通が利くように、動けるよ

うに統合する。今まで係が細分されていたことによって、１人でいく

つかの事業を担当しており、１人にかなり依存しております。そうい

った中で他の人にノウハウを受け継ぐ余裕がなかった。それを統合に

よって２人で三つの事業を担当したりすることによって蓄積したノ

ウハウを継承していくという考え方の下にやっていきたいと考えて

おります。 

もっと中長期的な計画になると思うのですが、業務の棚卸しのよう

なものを行うということは何か計画されているのでしょうか。 
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堺谷会長 

小泉総務部長 

大塚委員 

堺谷会長 

小泉総務部長 

大塚委員 

堺谷会長 

笠原委員 

総務部長 

大きな話でさせていただきますと、以前からも申し上げてきました

が、事務事業について、今までやってきた同じようなものを統合する。

今までどおりではなく、方法、結果を考えた中で変えていくと。こう

いったことを考えております。 

ということはまだ具体的に棚卸しを行う計画自体は具体化されて

いないわけですね。 

総務部長 

はい。今後新しい体制になってすぐに早速各ポジションでやってい

くことを考えております。 

分かりました。 

笠原委員 

大幅に組織を変更する。それから３７名も人員が減ると。恐らく職

員の方は非常に業務がハードになるなという思いが強いかと思いま

す。せっかく組織の壁を取り払う、そして新しい組織に人を押してし

ていくのですから、当然現場レベルで業務改革をどんどん進めていか

ないといけないと思います。 

やはり、ノウハウの蓄積を大事にすることはもちろん大切ですが、

ともすると前例主義になってしまう。前例主義になると絶対に業務改

革はできませんので、むしろそこを中堅、若い人たちが、「新しいや

り方をどうしようか。これだけの人数でやるにはどうしようか。」と

いうことで考え方を変えていったほうがいいのではないかと思いま

す。 

常に思うのですが、役所では出る杭は打たれるというか、あまり斬

新なことを言わない方がいいというところがあるように聞いており

ます。一方で民間ですと、改善提案というのは、最初に言った人が勝

ちなのです。後から追随した人は駄目なのです。最初に誰が気付いた

か、誰が提案したか、その人が褒められて、その人が評価されるわけ

です。 

ですから、今の市役所の中で是非、この仕事をこれだけの人数で新

しい組織でやるには、どういうやり方なら可能かをどんどん提案して

くれと、新しいやり方でやろうじゃないかという方向に組織運営をも

っていっていただきたい。そういう改善提案制度などやったら、もの

すごく改善すると思います。今まで何故こんなことをしていたのかと

思うぐらいにどんどん改善していくと思います。 

是非そういう考え方を取り入れて業務改革を現場レベルでどんど

ん進めていただきたいと思います。 
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堺谷会長 

小泉総務部長 

堺谷会長 

落合委員 

堺谷会長 

小泉総務部長 

落合委員 

堺谷会長 

小泉総務部長 

落合委員 

特に市の方でコメントありますか。総務部長 

おっしゃるとおりだと思います。どんどん若い人の意見、若くなく

てもいい意見は出ると思います。それをどんどん取り入れて変えてい

くという方向で進めていきたいと考えております。 

落合委員 

組織図を比較して見ていたのですが、そんなに変わってないのでは

ないかと。経済環境部にあったものの一つを市民部に移すとか、統合

するとかそういった話で、あまり人数が動いているわけでもなく、先

ほどおっしゃっていましたが、係は変わっていないと。課は変わって

いるようですけれども、ただ組織をちょっといじっただけではないか

なという印象を受けましたが。 

ただ、最初におっしゃられた管理部門と事業部門と窓口部門という

考え方を明確にしてそれを進めていくような事なのでしょうか。 

総務部長 

お答えします。そのとおりでございます。 

そして、係は今ご指摘があったように、直接市民に関わりますので

今回はあまり触っておりません。部・課を統合したことによって、管

理職の数が減らしてあるということで市民に影響しないということ

で第一に考えまして管理部門を統合する。また、今おっしゃられた建

設経済を一緒にすることによって、共同でできるものは一緒に行うな

ど合理的に動いてもらう。そういったかたちで進めて参ります。 

この計画は元々あった計画ではないのでしょうか。今回の件があっ

てこういう組織の見直しをしたのですか。 

総務部長 

機構を変えるという考え方は元々ありましたが、それをそのまま出

した訳ではありません。一例を挙げますと徴収対策を独立させる。税

務部門を統合して動きやすくする。そういったことでありますので、

前から温めていたものをそのまま出した訳ではございません。 

適正化計画を見ますと、先ほどから出ていますように定年退職者が

多くて、毎年５人数字が入っていますが、ただ数字を入れただけでは

ないでしょうか。 

定年者が辞めるだけなので、組織上それほど実務的な影響はないの

ではないかと。そういった退職者がいることもあったから、組織も課

長職を減らすということになったのではないかと思ったのですがい
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堺谷会長 

小泉総務部長 

落合委員 

堺谷会長 

小泉総務部長 

落合委員 

笠原委員 

落合委員 

笠原委員 

堺谷会長 

かがでしょう。 

総務部長 

定年退職者の不補充というところが非常に大きいと思います。通常

であれば退職者の半数程度は採用しますが、それを絞ることによって

職員を削減していく。また、定年退職者だけではなく勧奨や早期退職

も出てきます。そういうことで絞っていく。 

しかし、それでは世代構成のピラミッドが崩れるのではないかとい

うご指摘も以前あったと思いますが、それに関しても現在、採用につ

いて年齢幅がございますので、以前よりも影響がないと考えておりま

す。 

適正化計画というならば、何らかのシミュレーション等があってこ

うした人数になったというべき話ですので、本来は資料６から説明が

あってしかるべきだと。資料６説明があって、それから資料２でこう

いうかたちでまとめることになったと。それで、こういう組織にしま

すというのが本来の流れではないかと思います。 

管理・事業・窓口部門と、それを強く意識しているということは、

仕事の差別化、例えば営業部門なのだから頑張れよとか、管理部門だ

からこういうタイプの人を入れようとか、窓口だから先々外部委託す

るとか、そういった先のことを考えた上でのこの三つの区分なのでし

ょうか。 

総務部長 

まず、管理部門は内部事務に近いものです。そういった所を一緒に

して動きやすくすると。事業部門は道路建設と農林等、事業型になり

ますが、一緒にすることで市民向けにも分かりやすいのではないかと

いうことも考慮しております。そうしたことからこの区分で考え、お

出ししました。 

笠原委員も企業経営をされていて、営業、製造、管理、それ以外の

窓口なのかによって人材配置、また投入する人達、その専門性等を考

えながら、有効活用していくことが考えられるわけですよね。 

そうですね。おっしゃるとおりです。 

ありがとうございます。 

ちょっとよろしいですか。 

笠原委員 
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笠原委員 

堺谷会長 

笠原委員 

堺谷会長 

小泉総務部長 

堺谷会長 

今日、こうして遠くから先生方が来ていただいて、真剣にいろいろ

と当市のために討議いただいているわけですが、先ほどから傍聴席か

ら私語がずっと聞こえているんですよ。 

私は富津市民として恥ずかしい。事務局の方、きちんと対応してく

ださい。お願いします。先ほどからずっと私語が聞こえるんです。 

会議を進行する私から、傍聴の方の私語は慎んでいただくようお願

いします。 

本当に来ていただいている先生に失礼だと思います。 

再開しますが、私からちょっと。 

先ほどの平成２７年度の予算で総額が１５６億円。削減した予算項

目また、増加もありました。それらは平成２７年度分なわけですね。

そして、定員適正化計画。これは平成３１年度までの分があります

が、平成２７年度こうなりますと。これらはこの後、落合委員も触れ

ていましたが、資料６の経営改革プランの素案に当然盛り込まれると

いう事と、トータル５年間のプランを意識して、平成２７年度にこう

した財政の削減努力をし、定員についても５年の計画は今ここに示さ

れたのですが、平成２７年度にまず実行して、いずれにしても財政に

しても定員にしても、これから出てくる資料６の経営改革プランの中

で盛り込まれるし、当然それを意識して平成２７年度やったと。 

そういうことでいいのでしょうか。確認ということで。 

総務部長 

お答えいたします。 

今会長のお話のように、落合委員もおっしゃいましたが、資料６の

説明が先ではないかというお話でしたが、当然これからご説明する資

料６については、市全体のプランということで今後作り上げていくと

いう考え方の下にやっております。 

戻りまして、定員適正化計画につきましては、先ほど行政管理課長

が説明しましたが、本来であれば平成２７年度までの従前の計画がご

ざいました。それを前倒しして平成２６年度に手をつけたと。経営改

革でもご指摘がございます、すぐやれるものについては手をつけなさ

いと。そういった考えの下に定員も予算削減も手をつけていったわけ

です。その結果がこういうふうになっておりますので、当然会長がお

っしゃられたようにプランがここに入ってくるという考え方でござ

います。 

いろいろ先々のことで気になることがあるのですが、資料６のプラ

ンの所でまた重複の議論もあるかと思いますが、そこでまた取り上げ

ていきたいと思います。そういうことでよろしいですね。 

原田副会長 
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原田副会長 

堺谷会長 

小泉総務部長 

原田副会長 

堺谷会長 

小柴行政管理課

長 

原田副会長 

今会長の方で整理していただいたことに屋上屋を架すようですが、

資料２について、先ほどの説明に対する私の理解が不十分なのかもし

れませんが、富津市定員適正化計画というものは既にある計画ですよ

ね。 

この経営改革会議が立ち上げられる前に既に富津市において策定

されている計画ですよね。それを今日ご説明いただいて、それに照ら

して実際の組織機構の改革についてはこうだということで、続く資料

３でご説明いただいたという認識でよろしいでしょうか。 

総務部長 

定員適正化計画、既にあると申し上げたのは、この今お示ししてい

る前のものがございました。それが平成２３年度から平成２７年度ま

での定員適正化計画ということでございますが、それを一年前倒しを

して、新たに平成２６年度に立てたものが、今お示ししたものであり

ます。 

すなわち、平成２６年のいつなのかはわかりませんが、平成２７年

度から平成３１年度を計画期間にする適正化計画があるということ

ですね。それをこの後資料６でご説明いただく経営改革プランとどう

いうふうに結合していくのかということですね。また後で議論させて

いただくことですが、そういうふうに理解をさせていただきました。

その上で後二点お伺いをして、最後に一つコメントを申し述べさせ

ていただきたいと思います。 

一つ目は、資料２に掲げてある平成２７年度ですと、４７１名とい

う数字があるわけですが、これはあくまで正規職員の方ですよね。い

わゆる常勤の職員ですね。富津市の状況は存じ上げないので、念のた

めお伺いするのですが、いわゆる臨時職員、非常勤職員の方は何名お

られるのでしょうか。 

行政管理課長 

お答えします。 

平成２６年４月１日現在でお答えさせていただきます。非常勤職員

１１２名、臨時職員２４名でございます。 

恐らく平成２７年４月１日時点でもおおむね同じくらいの数字の

方が実際には勤務されると推察しますが、要するにそれだけの数の人

がいないと、実は富津市の行政サービスというのは回らないというこ

とですよね。正規職員の数が適正かどうかというのは今後も市におい

ていろいろと見直しをされるということと理解していますが、要はそ

れ以外の方、こういう言い方が適切かどうか分かりませんが、一時よ

く言われた「官製ワーキングプア」という方々がいて、そういう人達

がいないと、富津市の行政サービスは提供しきれないということを改
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堺谷会長 

小柴行政管理課

長 

原田副会長 

堺谷会長 

小柴行政管理課

長 

めて指摘したいと思います。 

それともう一つ、次の資料３で平成２６年度と２７年度の行政組織

を示していただいていますが、平成２７年度で４７１名ということで

すが、この中でメンタルヘルス等の関係で病気休職をされている方は

何名くらいでしょうか。 

行政管理課長 

お答えします。 

今現在で申し上げますと４名です。 

いろいろなご事情があって、やむなくご病気になっておられるとい

うことなので、その事自体どうこう申し上げるつもりはありません

が、要するにその方は現に常時勤務には耐えられない方なので、実質

的な戦力としては４６７名ということですね。これらを踏まえた上で

最後に申し上げたいのは、要は４７１名という人数の下に平成２７年

度の組織体制を実施に移していく、機構改革をするということで受け

止めましたが、実際には先ほどお尋ねしたような様々な課題を抱えた

中での組織体制ということなので、これは従前から私だけでなく他の

委員からも指摘があり、既にお示しした「経営改革に向けた提言」の

中にも盛り込まれていますが、職員数の削減については是非、職場単

位の業務改革、先ほど他の委員からも業務改革であるとか事務事業の

棚卸しであるとかご指摘があったこととも大いに関係するのですが、

そういったところで事務内容なり人員配置の実態把握や調査という

ことを是非やっていただきたい。その上で組織体制を組んでいただき

たい。 

平成２７年度の組織体制についてはもう時間的余裕もないので、是

非平成２８年度の体制づくりに向けて実態把握や調査、更には棚卸し

といったものにきちんと取り組んでいただきたいということを再度

申し上げたいと思います。 

以上です。 

他にどうでしょうか。 

それでは資料２の「富津市定員適正化計画」、資料３の組織の関係、

これについては議論を終了し、次に進みます。 

次に、議題（３）の「緊急改革について」であります。資料４「平

成２６年度収納状況（２月末現在）」について報告をお願いします。 

行政管理課長 

それでは、資料４の「平成２６年度収納状況」についてご説明しま

す。「税の徴収率の向上」に係る２月末現在の収納状況をご報告しま

す。 

まず、１ページ、市税の収納状況ですが、表右端「収納率」の「比

較」の欄、最上段の市税合計ですが、対前年度で１．１０ポイントの
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堺谷会長 

落合委員 

堺谷会長 

磯貝市民部長 

堺谷会長 

増、下段の現年度分が、対前年度０．６４ポイントの増、その下の滞

納繰越分が、対前年度２．０１ポイントの増となっている状況であり

ます。 

次に、裏面の２ページをご覧ください。 

国民健康保険税・後期高齢者医療保険料・介護保険料の収納状況で

すが、表右端「収納率」の「比較」の欄、最上段の国民健康保険税全

体ですが、対前年度で１．３４ポイントの減、下段の現年度分が、対

前年度０．２４ポイントの増、その下の滞納繰越分が、対前年度１．

４９ポイントの減となっている状況であります。 

次に、後期高齢者医療保険料全体ですが、対前年度で０．００ポイ

ントの同率、下段の現年度分が、対前年度０．２９ポイントの増、そ

の下の滞納繰越分が、対前年度９．００ポイントの減となっている状

況であります。 

次に、介護保険料全体ですが、対前年度０．２７ポイントの減、下

段の現年度分が、対前年度０．０６ポイントの減、その下の滞納繰越

分が、対前年度０．４４ポイントの減となっている状況であります。

以上が、２月末現在の収納状況であります。 

ただ今の報告につきまして、ご意見を伺いたいと思います。 

落合委員 

こういう収納率の状況についていかがお考えでしょうか。 

当初対策委員会を作ってやるということでしたが、現時点のこれに

ついてどうお考えでしょうか。 

市民部長 

市民部長でございます。 

ただ今行政管理課長から報告したとおりでございますが、市税につ

きましては、平成２５年度の徴収率より１％以上の向上ということ

で、２月末現在で１％を上回っている状況でございます。 

しかしながら、特別会計である国保・後期・介護保険につきまして

は現段階では達成できていないという状況でございます。 

前回にも説明させていただきましたが、滞納者の方々について、滞

納している税目が市税だけではございません。国民健康保険料等もご

ざいますので、やはりそういう中で何からというような徴収の方法で

は、なかなか難しい状況でございます。平行して納入をしていただく

という結果になっております。 

しかしながら、今申し上げたように特別会計について達成していな

い状況ですので、残りわずかでありますが、更に目標に向けて努力し

て参りたいと考えております。 

落合委員 
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落合委員 

堺谷会長 

磯貝市民部長 

落合委員 

堺谷会長 

磯貝市民部長 

落合委員 

堺谷会長 

村上納税課長 

落合委員 

村上納税課長 

落合委員 

今のこの状況について、こういう数字は市民の方々はご承知なので

しょうか。つまり、市民間の不公平についての数字ですが、市民の方

は知っているのでしょうか。 

市民部長 

この経営改革会議５回目になり、数値の報告をしておりますが、や

はり決算、このような数値で市民の方にお示ししております。 

それに対して何か意見があるのでしょうか。これは市民の方々の気

持ちの問題ですので、担当の方々に低い、悪いと我々が言ってもしょ

うがない話で、元々払うのは市民の方々です。 

ですので、もっと頑張れという話を我々してきましたが、市民の

方々の気持ちの問題なんだと。それに対して市民からの意見がどうあ

るのでしょうか。 

市民部長 

徴収率の関係で意見を聞いたわけではありませんが、今回の中で区

長報酬の見直しを行いました。これについて１０７名の区長さんに説

明会を実施しました。やはり、区長報酬を引き下げるにあたって、い

ろいろなご意見をいただきました。この中にもやはり税の公平、これ

をしっかりやれというご指摘をいただきました。こうした中で、経営

改革会議を含めて、今後徴収率の向上に向けて努力していくと。 

今回の平成２７年度予算、こちらの徴収率については、県の平均以

上、平成２５年度が９２．７％でした。これを上回る９３％という目

標を掲げております。これを必ず達成するということで取り組んで参

ります。 

以上です。 

人数的には何割くらいの方々が該当するのでしょうか。 

納税課長 

全体では約５，０００名の方が該当します。 

納税者の方に対しては何割になりますか。 

平成２６年度途中になりますが、市民税が約２３，０００、固定資

産税が２４，０００、軽自動車税は２１，０００です。 

ありがとうございます。 

つまり２、３割ですね。２０～３０％の方々が滞納しているという

ことになりますか。 
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村上納税課長 

落合委員 

堺谷会長 

磯貝市民部長 

落合委員 

堺谷会長 

大塚委員 

村上納税課長 

大塚委員 

村上納税課長 

大塚委員 

そのとおりです。 

逆にこの数字を聞かれた傍聴人の方々はどう思われますか。２、３

割の方々が滞納していると。 

市民部長 

納税義務者が約２４，０００、２５，０００で、この中で滞納者数

が５，０００と申し上げましたけれども、これはいろいろな市税の税

目がございます。全部で５，０００名でございますので、単純に２５，

０００の内の５，０００人ということではございません。今個々にお

答えすることはできませんが、全体を見た中での５，０００人という

ご理解をいただきたいと思います。 

要は、何割ぐらいの方が滞納しているかということを知りたいので

す。 

今の話は税目によってだぶってカウントされて５，０００人になっ

ていると。重複している人もいますよということです。よろしいです

か。 

大塚委員 

今のご説明で気になった点を、前から気になっていたのですが、例

えば、この市税合計で収納率が現時点比較で１．１％プラスであると。

それを、目標を達成されているという説明があったのですが、実際に

は９１％にならなければいけないわけですよね、目標を達成するため

に。ということを考えれば、今目標を達成できているわけではなくて、

まだ１６％足らないはずなのです。ですから、その捉え方は少し変え

ていただく必要があるのかなと。 

もうこれは２月末です。そして３月末で締めるわけですよね。その

後もあるのですか。最終的には何月、いつの時点で９１％になる必要

があるのですか。 

滞納繰越分に関しましては、この３月末。現年度分につきましては

出納閉鎖がございます５月末でございます。 

出納整理期間の後ですね。 

 はい。そのとおりです。 

いずれにしてももう数ヶ月しかない中で、あと１６％、これをどう

いうふうに実現するつもりでいらっしゃるのか、また実現可能である

と考えているのかどうか。そこについて教えてください。 
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村上納税課長 

大塚委員 

堺谷会長 

落合委員 

堺谷会長 

村上納税課長 

落合委員 

村上納税課長 

落合委員 

現在４期の納期のものについては、全て２月末で終了しておりま

す。その他に住民税もございますけれども、特別徴収ということで、

会社から天引きされまして３月に入ります。その分が大半を占めてお

りますので、そのようなものが入ってくることで、今後の見通しとし

ては９１％をクリアできると考えております。 

分かりました。 

落合委員 

地方自治体によっては、厳しくというか法律に則り対策をし、滞納

の少ない自治体もあります。また徴収についてルールを定めて回収を

行っている所もあります。そういった他団体のやり方を参考にしてい

るのでしょうか。 

村上納税課長 

前回の会議においても回答しておりますが、ただ今県の指導が入っ

ております。他市の状況でございますが、近隣４市、会議等で集まる

機会もございます。この中で意見交換もさせていただきまして、いい

ところは吸収させていただいております。 

冒頭にお話したように県の指導も毎月ございますので、こちらの方

も指導いただきながら徴収率向上に向けて取り組ませていただいて

いるところでございます。 

その近隣の市町村の収納率は高いのでしょうか。 

一番は袖ヶ浦市、二番目が富津市、木更津市、君津市となっており

ます。四市で滞納整理推進機構という名の下に会議が年数回あります

が、この中で徴収の手法等、あらゆる面での情報交換を行っておりま

す。 

差し押さえの厳しい自治体をいくつか知っているのですが、そこま

でやるのかというような所も実際に知っていますので、そういった所

のマニュアルも参考にしながら、それに対してうちではどこまで採用

するのかといったように、資料の入手も可能ですのでそういった話を

させていただきました。 

 それからこれはコメントですが、収納率を高めるという言葉が、「税

金の取りっぱぐれがあってもいいよ」という言葉なのです。民間であ

れば収納率を高めるという言葉はないのですね。取りっぱぐれを防

ぐ、貸し倒れを防ぐと。これが、貸し倒れ以前の話で、とにかく払っ

てくださいねという程度の言葉なわけです、収納率を高めるという言

葉は。収納率は高くなくてはいけないのです。当たり前なんです。そ
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堺谷会長 

小柴行政管理課

長 

れを前提に置いていないのですね。全部国民の義務なのだから納付し

てくださいという前提の言葉ではないのです、収納率を高めるという

言葉は。全部取れないという前提なのです。 

 民間では貸し倒れもあるだろうから貸し倒れ率を低くしようとい

うのがありますが、役所の世界では収納率を高めると。ですから、収

納率７６～７７％という話になるわけですね。本来９０～９５％の中

で話をしなければならないのにです。 

と言ってもそれは、地域に住んでおられる方の特徴等、いろいろな

経緯がありますので一概には言えない話ですけれども。 

ですから技術的なことよりも、住民の方にこの状況を広く理解して

いただくこと、今傍聴に来られている方も含めて、市の財政状況は今

こんな状態なのだということについて市民との対話が大事なのでは

ないかと思います。 

その他にどうでしょうか。よろしいですか。 

それでは、「緊急改革」、収納状況の報告は以上にしたいと思います。

次に議題の４、「富津市経営改革プランについて」であります。資

料５「富津市経営改革会議委員の意見等（要旨）」ですが、これは前

回、第４回会議までの意見概要でありますので、説明は省略をさせて

いただきまして、資料６「富津市経営改革プラン（素案）」につきま

して、議論したいと思います。 

前回の第４回の会議では、富津市経営改革プランの骨子（案）が示

されましたが、それを肉付けしたかたちで、それから我々委員の意見、

中間的な提言を前回お示ししたわけですが、これを踏まえた中で今回

市の方からプランの素案というかたちで提出されております。早速、

プランについての説明をお願いします。 

行政管理課長 

それでは、資料６の「富津市経営改革プラン（素案）」についてご

説明いたします。 

今回提出の素案につきましては、前回お示しいたしました骨子案を

肉付けするとともに、前回の会議でいただきました提言を盛り込んだ

かたちで具体的に文書化いたしました。 

なお、骨子案から若干の構成変更もさせていただいております。 

また、現時点では、文書が完全に整っていないこと、県内団体比較

などの数値に、最新のデータ公表などが無い個所は古いデータのまま

掲載していること、また、目標設定数値や具体的な効果額につきまし

ても、現在、検討・調整を進めている段階であり、未記入部分もござ

います。あらかじめご了承いただきたいと思います。

それでは、１ページの「１プラン策定の背景」をご覧ください。 

「（１）本市の財政状況」ですが、市税収入の減収に加え、社会保

障費の増加により硬直化した財政構造であること、「財政非常事態宣

言」時の財政調整基金残高が約１０億円に対し、現状は危機的な状況

であること、このような状況から脱する第１歩として平成２７年度予
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算編成では、５年ぶりに財政調整基金の取り崩しをせずに当初予算を

編成し、財政調整基金も６．５億円となる見込みでございます。 

次に、「（２）今後の財政見通し」ですが、市税収入をはじめとする

一般財源の減収、扶助費をはじめとする経常経費の増加、市民の安全・

安心向上事業に多額な経費がかかると予測した結果、先にお示しした

とおり、平成２７年度から３１年度までの中期収支見込みでは、５年

間の累計で約２８億円の財源不足の見込みであります。 

次に、「（３）人口の推移」ですが、本市の人口は、昭和６０年から

平成２６年までの２９年間で約１万人減少、また、国立社会保障人口

問題研究所の公表数値によりますと、今後２０年後の平成４７年には

３３，８１８人まで減少することが予測されているところであります。

次の２ページのグラフで推移を示しております。なお、このグラフ

は、平成２７年度以降は推計数値でございます。 

次に、「（４）経営改革の必要性」ですが、今後さらに少子高齢化が

進み、生産年齢人口が減少することから、これまでの財政運営から脱

却し、将来にわたって財政収支の安定を確保することが喫緊の課題で

ございます。「富津市経営改革プラン」は、限られた財源を真に必要

なサービスへと重点化し、最小の経費で最大の効果を上げるという行

政運営の基本にたち、経営資源を根底から見直し、身の丈にあった行

政運営に転換し、将来にわたり「持続可能な行政経営」を実現するた

め策定するものでございます。 

次に、３ページの「２硬直化した財政の要因分析」のうち、「（１）

財政指標」ですが、「①経常収支比率」、「②地方債残高・債務負担行

為」、４ページの「③実質公債費比率」、５ページの「④財政調整基金

残高」、「⑤県内団体との比較」をそれぞれ分析、また推移・比較表を

添付いたしました。 

次に、７ページの「（２）定員管理」ですが、「①定員管理の推移」、

「②県内団体の職員数比較」をそれぞれ分析、また推移・比較表を添

付いたしました。 

次に、８ページの「（３）公共施設」ですが、「①施設の保有状況」

は、平成２５年度末で約１７万㎡を保有し、このうち築３０年以上の

施設が４１．６％、築４０年以上の施設が１４．０％、また、施設の

分類別割合では、学校教育施設が５６．０％、庁舎等１０．６％とな

っております。また市有施設のストックと老朽化、分類別施設割合の

グラフをそれぞれ添付いたしました。 

次に、９ページの「②県内団体の施設比較」ですが、あくまで参考

的なデータとなりますが、平成２４年度現在で、県内の５４市町村の

住民１人当たりの公共施設延べ床面積を比較しますと、本市の住民１

人当たり延床面積は３．４㎡で、県内の市町村平均の３．１㎡を上回

っており、県内５４市町村中、上位から１９番目となっている状況で

あります。

次に、「（４）財政運営の課題」ですが、（１）から（３）の総括と

いたしまして、第３回会議におきまして、大塚委員提出の「千葉県団

体経費比較」にてご指摘のありました、本市は全ての分野において支
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出が多い傾向であり、決算収支を資金収支計算書の手法による「業務

活動」、「財務活動」、「投資活動」の３つの区分で分析すると、「業務

活動」は赤字、「投資活動」の支出規模は減少傾向であり、実質収支

が赤字に転落する三つのサインである「業務活動の赤字」、「財務活動

の肥大」、「投資活動の減少」のうち、二つが既に現れている状況であ

ること、そのためには、第一に「業務活動」の収支改善策、また、そ

れ以上に、これまで大幅な削減がされてこなかった物件費の見直しが

重要であるとともに、繰出金、補助金についても、全てを継続する必

要があるのかを問うこと、また、今後の人口減少を見据えた中では、

公共施設やインフラ資産の維持更新に係る投資も大きな課題であり

ます。 

次に、１０ページの「３基本的事項」の「（１）計画期間」ですが、

平成２７年度から平成３１年度の５年間を期間といたします。 

次に、「（２）推進体制」ですが、財政収支の見通しは前年度の実

績に基づき、常に新たな情報を加え、計画の修正及び見直しなど、弾

力的に改革に取り組んでいくこと、また、実効性のある改革を推進す

るため、実施項目の具体的な取り組み内容などの進行管理を行うため

の「（仮称）実行計画」を本プラン策定後速やかに作成することを前

提に、「（仮称）富津市経営改革本部」を設置し、「富津市経営改革

会議」に報告し、指導・助言を受けながら、その実現に向けた進行管

理を徹底すること、なお、進捗・達成状況などは、広報ふっつ・市ホ

ームページにて市民に対し随時お知らせすることといたします。 

次に、１１ページの「４経営改革の基本方針」ですが、市民に過度

な負担を求めずに、行政そのものがコンパクトであること、市民ニー

ズに柔軟に変化できる体質となる必要があること、また、市民の参加

を得ることが望ましいことを踏まえ、これまでの財政運営を反省する

とともに、今まで以上に基本計画、予算、決算及び組織の関連性を重

視し、かつ、経営資源を根底から見直し、「持続可能な行政経営」の

実現に向け、スリムで効率的な行政運営の構築を目指すことといたし

ます。 

まず、一点目といたしまして、「（１）経営資源を根底から見直す」

ため、経営改革の着実な実行に向け、見直すべき経営資源であるヒト、

モノ、カネの三つの在り方を位置づけいたしました。 

二点目は、１２ページの「（２）明確な目標設定」ですが、強い意

志をもって経営改革に臨むため、改善に向けた指標を県内団体等の数

値と比較した上で、目標値を示して参ります。 

なお、冒頭申し上げましたとおり、現在、検討・調整を進めている

段階でありますので、現時点では未記入とさせていただいておりま

す。 

次に、「（３）確実な実行」ですが、「①トップマネジメント機能の

確立」として、市長・副市長を中心に明確にされた方針に基づき、部

局長が与えられた役割と責任を明確化したうえで、「選択と集中」に

よる行政資源の最適配分を可能とするトップマネジメント機能を確

立させること、「②行政課題解決に向けた目標管理指向型の組織の形
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成」として、明確にされた方針に基づいた行政目標を、部局や課単位

で共有し、達成に向けて何をすべきか、職員一人ひとりが使命と目標

を考え設定することで、自立性とやる気を高めていくこと、「③人材

開発の推進」として、組織目標と連動した個人目標の設定と、個人の

意欲や能力・実績を重視した人事評価システムを導入し、職員一人ひ

とりがより高いレベルの行政サービスを提供できるよう、人材育成と

人事管理を行うことの三つの要素を確立していくことといたします。

次に、１３ページの「５経営改革に必要な具体的措置」のうち、「（１）

歳入に関する事項」ですが、「①税負担の公平性の確保」として、市

税の徴収に当たり、税の公平を期すること、納期内納税をなお一層促

進し、滞納者に対し、法に基づく厳正な処分を早期に実施することで

実質的な徴収率を向上させること、また、都市計画税の導入に向け、

住民の理解を得るための準備作業に着手すること、「②ふるさと寄附

金」として、ふるさと納税制度を活用する寄附金によって、市を売り

出すとともに、財源を確保すること、「③財産収入の確保」として、

廃止する公共施設や市有地等の積極的な処分、庁舎の空きスペースの

活用など、市有財産の有効活用を図ること、「④行政サービス対価の

見直し」として、使用料・手数料等について、公平性の観点から、サ

ービスに対する対価や所得に応じた負担など、受益者の適正な負担に

ついて見直すこと、また、現在税負担により対応している行政サービ

スに対する負担のあり方についても幅広く見直すことを推進して参

ります。 

次に、「（２）歳出に関する事項」ですが、「①職員給与、報酬等の

見直し」として、特別職が率先して経営改革の姿勢を示すため、報酬

を見直すこと、また、職員の給与制度について、勤務成績や職務、職

責を重視したものへの転換に取り組むこと、委員報酬等についても、

委員会等の職責、社会情勢の変化、全国自治体の動向を踏まえ見直す

こと、「②職員数の見直し」として、新たな行政需要や行政課題に対

し、今後も適正な人員の確保を図りながら、組織機構のコンパクト化、

事務事業の見直し、業務改革の徹底などにより、更なる職員数の削減

に努めること、次に、１４ページの「③公共投資の重点化」として、

公共施設の建設費や維持管理費は、今後の人口減少に合わせた公共施

設の保有総量の圧縮を段階的に進める「公共施設等マネジメント」を

実行すること、「④行政サービスの再編」として、事務事業を、これ

までの慣例にとらわれることなく、行政が担うべき役割か否かという

視点で、市民にとって真に有益で、効率的・効果的なものとなるよう

に見直すこと、見直しは、内部の努力による経費の節減は元より、市

民参加型の事業仕分け等により市民目線に立って事務事業の内容を

精査すること、また、外郭団体についても、設立目的を果たし終えた

団体、目的自体が社会経済情勢の変化から民間企業と競合している団

体などの観点から内容を精査し、存続等を検討すること、「⑤補助金

等の見直し」として、各種団体等に対する補助金、負担金等は、行政

として支出すべき必要性、費用対効果、経費負担のあり方等をゼロベ

ースで検証し、整理合理化・重点化などによる総額の抑制を図ること、
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堺谷会長 

大塚委員 

「⑥繰出金等の精査」として、特別会計及び企業会計において、収入

の確保、効率的な事業運営に努め、更なる経営健全化に積極的に取り

組み、一般会計からの繰出金の縮減に結びつけることを推進して参り

ます。 

次に、「（３）業務改革の徹底」ですが、「①行政課題解決に向けた

目標管理指向型の組織の形成」を確実に実行すること、次に、１５ペ

ージの「②柔軟な組織運営体制の構築」として、業務量調査等の実施

を通じ、業務実態を「見える化」し、各課等の効率的な事務執行体制

を構築すること、また、年度内における事業環境の変化や緊急的な対

応が求められる課題に対して、機動的な組織編成や人事異動サイクル

の弾力化を図り、繁忙期における職員の時間外勤務の縮減と人件費の

抑制を図ること、「③業務改善の徹底」として限られた職員で多様化

する市民ニーズに対応していくため、業務改善を行っていくことで

「住民が手続きしやすい環境づくり」、「コスト削減」、「業務処理

のスピードアップ」を図り、住民満足度及び職員の勤務状況の向上に

つなげることを推進して参ります。 

次に、「（４）財政規律の厳格化」ですが、本プラン策定期間だけで

はなく、将来にわたり「持続可能な行政経営」を実現していくための

基準を作成して参ります。 

次に、「６各年度における効果額」については、計画期間内におけ

る具体的な措置の効果額を、「７の収支見通し」については、プラン

実施前後の効果額を示して参ります。 

最後に１６ページの「８その他必要な事項」ですが、プラン策定前

であっても、平成２７年度当初から実行可能なものは前倒し実施する

こと、本プランの見直しは、毎年度、前年度の決算状況や情勢の変化

等を踏まえるとともに、他団体の分析・徹底比較などにより修正し、

当該年度以降の計画を策定すること、現在、第四次行財政改革大綱・

推進実施計画において推進している取り組みにつきましては、整理統

合し、本プランにて引き続き推進すること、本プランに記載していな

い事項であっても、収支改善策につながるものは積極的に検討し実施

すること、改善後についても、厳密な需要予測に基づく計画を策定し、

効率的かつ効果的な行政経営を推進することといたします。 

 以上で、説明を終わります。 

ただ今、改革プランの素案について説明があったわけですけれど

も、改革プランについて意見等ありましたらお願いします。 

 大塚委員 

まず、私の方から意見を申し上げたいと思います。 

 今回、多岐にわたって包括的な計画を作っていただいているのです

が、この原案を見させていただいて、私がまず思ったのは、今回の改

革が必要な理由、要因の分析ということがもっとはっきりしていない

といけないと思います。その点に関しては、それをはっきりさせるた

めにこの会議が開かれていると思うのですが、その中で私も発言しま



31 

したし、他の委員の先生方からも発言がありましたように、富津市の

現状というのは、決して夕張市と同じではないです。夕張のケースは、

本当に債務が膨れ上がってしまって首が回らなくなってしまってい

る。しかし、富津市の場合は債務が大きいのではなく、むしろ問題な

のは収入が少なくて支出が多いのです、単純に言えば。だからこそ問

題が起きているということになるわけですから、対策としてそれをど

う改善するのかということを立てなければいけないだろうと思いま

す。 

その中でも特に支出の削減ということが必要になってくるはずで

す。それができないと長期的に維持ができる状況にはならないと思い

ます。そこの関係で言うと、ここに挙げられている要因分析のところ

は、「もっと支出が多くなってしまっている」、「支出が賄いきれなく

なっている」ということを明確に出すような分析を、あるいは内容を

示しておく必要があると思います。 

落合委員が提出されたシミュレーションもありました。お金が不足

しているわけです。その上で目標設定、今は検討過程であるというお

話でしたが、１２ページに挙げられている指標は、私自身としたら富

津市の改善計画を作る上での目標指標としては必ずしも適正ではな

いと思います。 

今の段階で「経常収支比率」、「実質公債費比率」、「財政調整基金残

高」を挙げているのですが、確かに財政の健全性を見る上で経常収支

比率がこれまで使われてきました。ただ、経常収支比率というのは、

この中の説明にもあるように、収入に対して毎年出さなくてはいけな

い支出の割合を示しています。比率ですから収入が増えれば比率は下

がります。今日の日本経済新聞の記事にもありましたように、今、税

収が増えてきています。将来的には消費税も上がります。従って収入

は増えるはずです。増やすための改革が行われています。ということ

は経常収支比率が下がるはずなのです何もしなくても。そうではなく

て問題は支出が多いことでありますから、比率を下げるのではなくて

金額を下げないと駄目だと思います。ですから目標とすれば「具体的

に幾ら減らす」という目標でなければ実効性のある改革にはならない

だろうと思います。 

また、実質公債費比率も目標として挙がっていますが、富津市の実

質公債費比率は悪くありません、現時点で、１０％を割り込んでいま

すから。実質公債費というのは借金の返済ですから、確かに義務には

なっていますが、これをたくさん出しているということは借金を返し

ているという取り方もできるわけですね。ですから単純に実質公債費

比率を下げるということではなくて、場合によっては、この比率は上

がるケースもあり得るはずなのです。 

長くなって申し訳ないのですが、富津市の問題として、公共施設の

問題もあり、そこが挙がっているのもあります。これは全国的な問題

で、来年度の地方財政計画の中でもこの公共施設の効率化というのが

かなり強く打ち出されていて、新しい政策として公共施設等最適化事

業債というのが認められる計画になっています。これは今までの施設
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を統合して、整理して効率化を図るための新規の建設事業に対して起

債を認めると、それで半分国が出してくれるというのが出てきている

わけですよね。もし、そういうものを利用して借金が増えたとしても、

それによって効率化が進み現実の経常経費がそれ以上に減れば、実質

公債費比率が上がったとしても全体の収支は改善されているという

こともあり得るわけで、なおかつ、先ほども言ったように富津市は今、

借金が問題ではないので、ここで実質公債費比率を目標として掲げる

よりは、支出をどう減らすかです。あるいはどこまでできるか分かり

ませんが、収入をどう増やすかです。金額の目標が必要であるという

ように考えます。 

その方向で、また、そうすることによって最初の部分の課題の分析

と結び付いた目標設定ができるのではないかと、また、それができる

ようにしないと中長期的な改善に向けた構造改革はできないのでは

ないかというように思います。 

 まず一つ大きな意見です。 

 もう一点は、後の具体的な計画に関しても、非常にここの会議の議

論を踏まえた内容を入れていただいているのですが、やはりまだ抽象

的であるイメージが拭えません。それだけに１０ページにある「（仮

称）実行計画」、これが非常に重要になるはずです。これができて初

めてより具体的な改革計画になるわけで、ただ、「（仮称）実行計画」

がいつどのように作られて、いつ固まるのかのスケジュールが無いの

です。この計画の中には、作りますと言っているだけで、ここをもっ

と工程表というかたちでしっかり計画の中に盛り込んでいただく必

要があります。また、そうでないと計画自体がいつまでたってもでき

ないのでは改革は進みません。ですから、この辺のより具体化をお願

いしたいと、これが二つ目の点になります。 

 とりあえず、大きな二つの点についてご検討いただければと考えま

す。 

 もう一点は、戻りますが、先ほど言ったように定員管理と公共施設

の話が出ているのですが、公共施設と言うよりは、先ほど少し話が出

てきた道路・橋りょうといった問題、あるいは上下水道といった点が

問題にもなるはずです。そういった部分の負担ということもあるわけ

で、それを踏まえたそのための資金をいかに捻出するのかという計画

でなければいけないはずです。 

ですから、今度いろいろ計画を立てられる中で、将来的な負担額と

いうのも、現時点でそれがはっきりしていないということであれば、

それをはっきりさせる計画にしていただく必要はあると思いますし、

ハコモノだけではなくてよりもっと基盤となる社会資本の維持とい

うことが今後大きな負担となってくることも踏まえた計画を作って

いただく必要があるのではないかというように考えます。 

 私の意見としては以上です。 

ありがとうございました。他にどうでしょうか。 

 まだこれからも意見が出るのですが、今、大塚委員から大きい、大
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局的な問題の指摘がありましたが、今時点で市の方で素案とはいえこ

の場でコメントがあればお願いします。 

ありがとうございます。 

まず、大塚委員の三点のご指摘について、結論的に申し上げますと、

素案として本日、提出させていただきましたものをどのように具体的

に進めて行くかということを踏まえまして、今のご意見を十分勘案し

ていきたいと考えております。 

他にご意見ございますか。 

 原田副会長 

大塚委員から網羅的に、かつ、大局的にご意見いただいたので屋上

屋を架すようですが、私の方から申し上げさせていただきたいのは、

大塚委員のご意見と一致する部分が多いのですが、今日の素案を拝見

して、ここに書かれていることについて異論のある方はおおよそいな

いのではないのかなという内容です。そうであれば「具体的にいつま

でに何をやるのか」というところが、結果的に見ていると大塚委員か

らご指摘があったように「（仮称）実行計画」を見ないと分からない

ということでは、これはどうなのでしょうかと私は思っております。

ですから、今日時点では素案ということでお示しいただいたという

ことでありますが、次回お示しいただく際には、今申し上げた「いつ

までに何をやるのか」というところを書けるところはとにかく書き込

んでいただきたい。具体の細目については実行計画に委ねなければな

らないことは理解しますが、大きな基本線についてはプランそのもの

に是非その内容を盛り込んでいただきたい。そうでなければ、こうい

う言い方は適切ではないかもしれませんが「絵に描いた餅」です。「素

晴らしい、美しいものができましたけれども、実行はどうなるの」と

いうことになりかねません。 

 それから、これは大塚委員からご指摘いただいた点で、実行計画の

工程表ですね、これも重要なご示唆であると思いますので、是非、そ

の考え方も導入していただきたいというように思います。 

 以上です。 

本当は市が答えるところかも知れませんが、今の原田副会長、ある

いは大塚委員の実行計画の工程表は確かに必要なのですが、このプラ

ンの素案では、「プランの策定後、実行計画を策定する」と１０ペー

ジで、また、１５ページの効果額、下の方の６番目、「各年度におけ

る効果額」、これはある程度実行計画を意識して、あるいは想定して、

実行計画というかたちにならなくてもこういうことをやると、ある程

度踏んだものがあってこの効果額が出るのかなと思うのですが、その

辺、市の方はどのように整理しようとしているのですか。 

話が混乱すると思いまして聞いているのですが。 

 総務部長 
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お答え申し上げます。 

確かにこの素案では数値的なもの、指摘されているスケジュールは

お示ししてはございません。ただ、推進体制ということで今後やって

行きたいということは明記してございますが、具体策につきまして

は、どういうものをやるということが非常に重要になってくると思い

ます。反映してくる金額は何をやるかで積み重なってくるということ

になろうかと思います。 

現状では、目標設定について大塚委員は部分的には必要ないものも

あるというお話ですが、まず市としてどういう目標数値が、現状分析

の中でもどういう数値が必要なのかというご指摘も踏まえて市とし

て十分煮詰めた中で数値を出して行くのか、指標を出して行くのか、

今、会長が言われた各年度の効果額といった、実際の金額が必要とな

ってくるということで、検討して進めて行きたいといった考えは持っ

ています。 

大塚委員どうでしょうか。実行計画が必要だと、次回示していただ

きたいということから、今の総務部長の答えはいかがですか。 

当然、具体的に積み上げて目標額が出てくると思うのですが、今回、

私としては落合委員が作られたシミュレーションの内容が入ってい

ないのが少し気になっていて、そこで具体的に幾ら足らないというの

がこの会議の場で出ていたわけで、最終的に年度ごとに幾らという計

画になるにしても、今回の目標期間である３１年度の段階まででどれ

だけの金額にするのかということは、やはりこの大きな計画の中に入

れておく必要があるのではないかと思いますけれども。 

そういった意味では、私が言った１５ページの「各年度の効果額」、

足していってぴったり数字が合うかどうか別にして、おおよそ似たよ

うな数字になっていくのではないですかね。その辺の考え方、理解の

ずれがあってはいけないので、この場で意見が出ればいいのですが。

次回はそれを十分踏まえたもので市の方のプランの案ですね、それ

を示す時に説明できるように、お互いに行き違いが無いようにしなけ

ればいけないと思うので、この場でもって意見があればいいし、無け

ればそれをお願いしておきたいと思います。 

 市長、どうぞ。 

今、広域も含めて計画をしているものもあるわけです。ですから、

今お話しいただいた実行計画については、それも含めてやらなくては

いけない部分がございます。ですから、そういう点から言うとはっき

りした数字が出にくい部分もございますので、総合的なそれぞれの計

画、広域的な部分も含めて、それらの進捗と合わせてこちらの見通し

を出して行きたいと思います。ですから、はっきりした数字が出ない

かも知れませんが、こちらの予測的な数値は出して行きたいと考えま
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す。 

私の理解では、今の実行計画、プランはこれから固めて行くのです

が、それを踏まえて更に各年度何をやるのか、それを工程表として示

すもの、それからプランの中で１５ページにある「各年度の効果額」、

これは今の段階でいろいろな前提があるわけですが、その時点で想定

できる額を計上するということで、最終的なものと当然数字のずれは

あるのですが、ただ、大事なことは考え方ですよね。そこが大事であ

って数字が固まったものではないとしてもこういう考え方で今はこ

ういう数字を挙げたいと、そういった説明はしていただきたいという

ことですね。 

大塚委員 

笠原委員がいらっしゃる中で私がこういうことを言うのはどうか

と思いますが、よく企業経営で戦略と戦術という話をします。今回の

計画は戦略に当たるわけですが、これはよく山登りに例えられるわけ

で、まず、どこの山に登るのかを決めないことにはルートは決められ

ないわけです。「その辺の山に登りますよ」という決めだけでは仕方

ないし、富士山に登るのかエベレストに登るのかによって当然違って

くるわけです。 

この改革プランの中で、まず登るべき山は明確にしていただきた

い。その後の「（仮称）実行計画」というのがルート作りになるわけ

で、計画で決まった山に対して、現実に頂上を攻めるに当たってこう

いうルートを通りますよという計画になる。そういう分担になるはず

です。 

ですから、市長さんの言われることは分かりますが、まだ現時点で

は、正直、登るべき山がはっきりしていない。ここはどこまでの山に

登る計画なのかということをはっきりさせた計画にしていただく必

要があるのではないかと思います。 

落合委員 

今出ている話は、要は作成する側は積み上げでやって行かなければ

いけない、しかし我々からするとどの山にするか決めて欲しい。 

ですから５年後、１０年後に財政調整基金残高を幾らにしたい、借

金の残高を幾らにするという大枠の話をどこでするのか、それを決め

ましょうと。積み上げの話ではないですよね。分かり易く言うと上か

ら目線の話で、「身の丈を超えて財政運営をしてきてしまったから身

の丈にあった財政運営をしましょう。でも身の丈を超え過ぎていたか

ら貯金も減ってしまったし借金にも依存していたから、今後は貯金も

増やし借金も遠慮しながら、とにかく向う５年間なり１０年間は静か

な経営をしましょう。しかし、並行して先々を見据えた経営もしまし

ょう。」ということで、大きいかたちとしてはまず貯金である基金と

借金の残高を幾らにするのか、そうすると毎年幾ら貯金するのか、毎
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年幾ら借金するのか、それさえ決まればその中でどのようにお金を使

うのかを話し合って決めて行けばいいという話で、まず、外堀を決め

る必要がある。そうでないと目標設定できませんので、目標設定と言

っても見込みなんて立たないです。税収も分からない、国も何を考え

ているか分からない、これは民間も同じですが。 

でも、目標は作らなくてはいけない。目標を作るとその責任とかあ

るかも知れないのですけれども。しかし、荒っぽくても作る必要があ

るというようなギャップの問題もあるのではないかなと。 

我々は荒っぽくてもいいから目標を作ってくださいと。でも役所と

しては荒っぽくというものは作れないということもあるかも知れま

せん。しかし、それがない限り持続的な財政経営の再生というのはで

きないのではないのかなと思っています。 

いかがでしょうか。 

確かに我々の方から、特に落合委員から資料を提示されて、具体的

なスキームは示す必要はある。 

 市の方は、今の落合委員の指摘についてコメントありますか。 

市長、どうぞ。 

先ほど申し上げましたのは、数字的なものは広域的なものがあるの

で、その辺を含めた考え方をしなければいけないということでござい

ます。今、落合委員がおっしゃっているとおり、大きな目標について

は掲げていかなくてはいけないことは承知しています。計画の前提が

目標でございますので、その辺についてはまた数字を、荒々なものに

なるとは思いますが掲げていきたいと思います。 

今の市長のお話で、確定的な数値はそう簡単な話ではなくて、いろ

いろな前提がありますので、そういう場合でも考え方については私ど

も確認を兼ねて聞くと思うのですが、それは説明ができるように、考

え方を固めていただきたいというように思います。 

落合委員よろしいですか。 

とにかく財政調整基金を何年後に幾らにするのか、借金の残高を幾

らにするのか、それさえあれば毎年幾ら返済するのか分かりますか

ら。入ってくる収入はその年によって変動するかも知れませんが、そ

ちらを固定して、我々個人の生活も同じだと思うのですよね。手取り

給料の中からどうしようと、家族が安定的に過ごすためにはまず貯

金、住宅ローンの返済を決めなくてはいけない。その中で生活しなく

てはいけない。同じようなことだろうと思います。 

まだ議論の途中なのですが、今までの中で大塚委員からは経常収支

比率などが素案では示されていますが、それも大事だとしても具体的

な数値、金額、これを挙げると、歳出であれば何かしらの項目につい

て歳出をどうするか、幾ら削減するのか、そういった金額の話があり
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ました。 

それから、落合委員から大枠の目標として財政調整基金を５年後の

３１年度には幾らにしたいのか、それから起債の残高を幾らまで下げ

て行きたいのか、そういった大枠の目標が必要だといったことが、こ

れは今までの会議の早い時期にも指摘してきた話ではあります。 

プランについては、今日の我々の意見を踏まえて案に固めて行く過

程でその辺、市の方は了解していただけますか。 

一言だけ追加をさせてください。 

 落合委員の言われた基金の確保、起債の抑制というのはそのとおり

だと思います。それができれば財政は改善されます。 

その方向で考えるのであれば、もう一つ追加していただきたいのは

むしろ普通建設事業費の確保です。先ほどの予算でも土木費のところ

で出ましたが、そこではあえて言わなかったのですが、普通建設事業

費を削減しても、将来的にはまた増えます。長期的な維持可能という

のは、インフラを整備維持して行くことを続けて行かなければいけな

いわけで、先ほど言ったとおり、ただ歳出を減らすのではなくて、歳

出の中でインフラ整備の資金を確保できて初めて維持可能になって

行くわけです。ですから、基金の積み増し、債務の抑制、そしてでき

れば普通建設事業費の確保、幾ら確保しなければいけないのかは将来

の更新計画などである程度目星を付けて行くことになると思います

が、そういった方向で目標を設定していただけたらなというように思

います。 

その点だけ追加をさせてください。 

具体的な数値をプランでは示す必要がある。大雑把ですが、そうい

った我々の指摘について、今の段階で市の方でコメントがあればお願

いしたいと思います。 

ご指摘いただいた点につきまして、数値を挙げて行きたいと考えて

おります。 

ありがとうございました。他にご意見どうでしょうか。 

笠原委員 

この経営改革プランが出て参りまして、今、数値目標をきちんとし

て金額をどこまでと具体的な計画を作って行こうということであり

ます。それで、特別職の報酬も３割カット、それから今出ているだけ

でも職員を８８名減らすということで、これは職員にとって大変なこ

とだと思うのですよね。やはり痛みを伴う改革をやろうという動きで

あると思います。 

最初に申し上げたのですけれども、私の手元に市民の方からいろい

ろご意見が寄せられておりますが、その中で一番多いのが、議員の数

が多すぎる、あんなにいらないというご意見です。私もこの会議でせ
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めて木更津市並みにと申し上げましたけれども、市民一人当たりの数

からしたら木更津市の二倍以上だという現実ですね、これを指摘させ

ていただいているのですが、議会としてはどのように受け止めておら

れるのですかね。 

今日の会議では傍聴者には発言権はないと思うのですが、傍聴席に

議員の方がいらしていると思うのですが、どなたかどうですか。議会

としてはどういう受け止め方をして、どう考えていますということ

を、もしよろしければ。 

手を挙げている方がいらっしゃいます。 

お願いします。 

富津市議会の渡辺と申します。 

 この会議で議会についてご指摘を受けていることは私達も認識を

しているところです。まず、これはあくまでも私見としてお話をさせ

ていただきます。 

 今回、議会としてのチェック機能が効かなかったと、それでこうい

う結果になったということに関しては、率直に私も反省しているとこ

ろあります。その自らの範を示すということで、まず、取り組むべき

として、今回、３月議会でまだ確定ではないのですけれども、議員の

報酬を１０％削減するという方向、それから視察の経費を一年間凍結

するという方向で話が進んでいるところであります。これはまだ確定

ではありません。それはご報告をさせていただきます。その中で、ま

だ生ぬるいというご意見もあろうかと思います。 

それから、笠原委員から２回目の会議だったと思うのですけれど

も、木更津市並みにということでお話を聞いております。おっしゃる

とおり人口当たりで比べると木更津市の倍に近いということで、私も

それは認識しているところです。今回、議会改革研究会というのがあ

りまして、議員の中で８名でしたか、それで度々会議を持って議会改

革をどう進めて行こうかということを話し合っているのですけれど

も、来週もあるのですが、その中でも議員定数を半減したらどうかと

いう提案を現にさせていただいているところであります。ただ、これ

については、現在常任委員会が３つ、６人ずつ１８人となっていいま

すが、この構成をどうするかとか、あるいは南北に広い地域ですので、

個別の要望をどうするのかとかいろいろな壁がまだ残っているとこ

ろであります。 

まず、第一には議員自身も意識改革を進めなくてはいけない、そこ

も一つの壁にはなっていると思います。その中で、この壁を少しずつ

取崩して行くということを取り組むべきだと、これは私見で申し上げ

させていただいておりますが、そういうように考えております。 

いずれにせよ、この会議でご指摘いただいたことを真摯に受け止め

て活動しなければいけないと、そう考えているところであります。 

ありがとうございました。 
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今、議員報酬の見直しとか視察の費用を凍結するというようなお話

があったのですが、むしろ議員の活動を鈍らせるよりも、視察にはど

んどん行っていただいて、先ほど、落合先生からお話がありましたけ

れども、「差押えが厳しい自治体がありますよ」と。「そんな生ぬるい

ところが集まって話をしているのではなくて、厳しいところに行って

見てきたら」というお話がありましたよね。視察などはどんどん行け

ばいいのです。むしろこれだけの議員定数が必要ですかというところ

に応えていただきたい。 

やはり、できない理由を並べれば何もできませんけれども、やる気

になれば何でもできるということも事実ですから、是非、定数の問題、

いろいろ削って活動を鈍らせてしまうということはマイナスだと思

いますので、そういう方向で議会も是非、市民の皆さんが非常に注目

しています、本当に。「議会はどうなっているのだ」ということを、

皆心配をしているというか、期待をしているというか、不安を持って

おります。ですから、是非とも議会としてそれに応えていただきたい

と思います。 

その他どうでしょうか。 

原田副会長 

二点申し上げさせていただきたいと思います。 

 一点目は議員報酬、議員定数等の話なのですが、これは市民の皆様

の経営改革会議に寄せる期待が大きいということはよく分かるので

すが、これは言わぬつもりでしたがあえて申し上げさせていただきま

すと、私どもの会議はあくまでも市長の諮問機関なものですから、い

わゆる二元代表制の下での市長の諮問機関ですので、私どもが議会に

ついて発言することには限界があるのです。この会議で議会について

我々が発言するにしても、それはあくまでもそういう声があるという

ことであって、議会としては、先ほど渡辺議員個人から詳細にご発言

いただいて、ぎりぎりのところまでご発言いただいたと思っているの

ですけれども、合議体としての議会全体がこの問題についてどう考え

るのかというところを是非お示しいただきたいと思っております。 

私自身も先ほど市長の諮問機関と言いながら大分踏み込んだこと

を言っていますが、是非そういうことでお願いしたいと思っておりま

す。 

 それともう一点なのですが、これは全然違う話で、この経営改革プ

ランそのものについての話でありますけれども、先ほど、金額ベース

の目標を示すべきだというご意見を大塚委員、落合委員からいただき

ました。その中で借金、起債残高の話ですが、これをある程度の仮定

を置いたにしても、示すとなると当然のことながら、いわゆるハコモ

ノに留まらずインフラも含めてそれらの維持更新投資というものが

どれだけ掛かるのかということを概算でも早急に出さないと実はで

きないはずなのです。 
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ですから、私が前々からこの会議で申し上げていますけれど、今回

の経営改革プランの中にも公共施設等マネジメントを実行するとい

う内容は盛り込まれていますが、それに先立つものとして現状把握と

推計、特に推計の部分を早急にやっていただかないとこの経営改革プ

ランにおける起債残高もきちんと示せないということですので、執行

部の皆さんには釈迦に説法になってしまいますが、そういうことでお

願いしたいと思っております。 

 以上です。 

他にはよろしいですか。 

 どうぞ。 

これから厳しい目標設定をして、それに向かって厳しい財政運営を

して行かなくてはいけないということだと思うのですけれども、前に

も申し上げましたとおり、是非とも「無い袖は振れない」ということ

で、みすぼらしい、魅力の無い富津市にしてほしくないなということ

をお願いしたいと思っております。 

やはり、富津市の玄関口であるＪＲの駅であるとか、バスのターミ

ナルですとかそういったものは計画的にやって行くと。それから、浅

間山バスストップには賛否両論あるようですけれども、もはや今更止

められないということも含めて、とにかく市の将来にとって必要であ

るということで踏み切ることになると思うのですが、これもやるから

には羽鳥野バスストップのいい例があるわけでして、あの周りに非常

に良いニュータウンが出来、売れなかった土地がどんどん売れて、今

は土地が無くなっていますよね。あのような好例があるのですからバ

スストップを造るのであればそれに伴って積極的にあそこにニュー

タウンを造って開いて行こう、民間活力を使ってどんどんデベロッパ

ーを呼び込んで、規制緩和して、生産年齢人口が増えるような街づく

りをして行こうよという、前向きなプランを是非作っていただくよう

お願いしたいと思います。 

そのためには今回取り組むということを盛り込んでいただきまし

たが、都市計画税を課税して、財源を確保して街づくりをやるという

ことを是非実現していただきたいと思っております。 

 とにかく富津市がみすぼらしい街になって行くということは、最終

的には人が住まない、土地の値段も下がって富津市民が損をするとい

うことだと思いますので、是非とも前向きに取り組んでいただきたい

と思います。 

 以上です。 

プランの素案について、今日、初めてというよりは従来から私ども

議論して発言した内容が多いのですが、こういったことを十分踏まえ

てお願いしたいと思います。 

 次回の会議では、一つは市の方から私どもの意見を踏まえたプラン

の案ですね、今日は素案ですがプランの案を次回示していただきた
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い。 

二つ目は、プランの案に対して私どもで議論をさせていただきた

い。 

三つ目は、私ども経営改革会議として市長に対して、諮問を受けた

ことに対しての答申をしたいということを考えております。 

 委員の皆さん、そういう予定でよろしいでしょうか。 

 お願いします。 

 市の方もどうでしょうか、よろしいでしょうか。 

今、会長お話のとおりの日程、内容でこちらの方も進めて参りたい

というように考えております。 

ありがとうございました。よろしくお願いします。 

 議題についてはこれで終わりましたが、その他、委員の皆さんから

何かあればお願いしたいと思いますが。 

 よろしいですね。 

 それでは、無いようですので、これをもちまして第５回の富津市経

営改革会議を終了いたします。 

長時間ありがとうございました。 

以上 


